
本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

1 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

JPモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（愛称：ザ・クレジット・マイスター）

（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

追加型投信／内外／債券

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（年１回決算・為替ヘッジなし）

基準価額・純資産総額等の推移

(円) (億円)
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分配金再投資基準価額（左軸）　 基準価額（左軸）　 純資産総額（右軸）　

         (設定日)

騰落率

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

ファンド 2.0% 4.5% - - - - 5.7%

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の「ファン
ドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

ファンド情報 ファンドの組入状況

基準価額 10,573円

純資産総額 100.9億円

上場投資信託証券（ＥＴＦ) 99.6%

合計 99.6%

・投資先ファンドの組入比率はファンドの純資産総額を100％として計算しており、
投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。

過去5期の分配金実績

設定来累計 0円

ご参考：基準価額の変動要因（1ヵ月）

価格変動 受取利息 為替 分配金 その他 合計

・基準価額の変動要因は弊社独自の見解に基づいて行った試算です。従いまして、実際の基準価額の変動とは必ずしも一致していない場合があります。
・小数点以下の数字の影響により、内訳と合計欄が一致しない場合があります。
・その他には信託報酬などが含まれます。

・過去5期の分配金実績における分配金および基準価額の変動要因の試算における分配金は、1万口当たり、税引前です。分配金は過去の実績であり、将来の成果
を保証するものではありません。また、必ず分配を行うものではありません。ファンドの仕組みについては、後記の「ファンドの特色」をご覧ください。

-35円 55円 195円 0円 -4円 211円



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

2 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（年４回決算・為替ヘッジなし）

基準価額・純資産総額等の推移

(円) (億円)
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9,800

10,000

10,200

10,400

10,600

10,800

0

20

40

60

80

100
分配金再投資基準価額（左軸）　 基準価額（左軸）　 純資産総額（右軸）　

         (設定日)

騰落率

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

ファンド 1.9% 4.4% - - - - 5.7%

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の「ファン
ドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

ファンド情報 ファンドの組入状況

基準価額 10,565円

純資産総額 80.5億円

上場投資信託証券（ＥＴＦ) 99.4%

合計 99.4%

・投資先ファンドの組入比率はファンドの純資産総額を100％として計算しており、
投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。

過去5期の分配金実績

設定来累計 0円

ご参考：基準価額の変動要因（1ヵ月）

価格変動 受取利息 為替 分配金 その他 合計

・基準価額の変動要因は弊社独自の見解に基づいて行った試算です。従いまして、実際の基準価額の変動とは必ずしも一致していない場合があります。
・小数点以下の数字の影響により、内訳と合計欄が一致しない場合があります。
・その他には信託報酬などが含まれます。

・過去5期の分配金実績における分配金および基準価額の変動要因の試算における分配金は、1万口当たり、税引前です。分配金は過去の実績であり、将来の成果
を保証するものではありません。また、必ず分配を行うものではありません。ファンドの仕組みについては、後記の「ファンドの特色」をご覧ください。

-49円 55円 195円 0円 -5円 196円



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

3 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（年１回決算・為替ヘッジあり）

基準価額・純資産総額等の推移

(円) (億円)

2026/2/20 2026/3/18 2026/4/13 2026/5/9 2026/6/4 2026/6/30
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分配金再投資基準価額（左軸）　 基準価額（左軸）　 純資産総額（右軸）　

         (設定日)

騰落率

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

ファンド -0.1% 2.0% - - - - -0.2%

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の「ファン
ドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

ファンド情報 ファンドの組入状況

基準価額 9,983円

純資産総額 1.6億円

上場投資信託証券（ＥＴＦ) 99.7%

合計 99.7%

・投資先ファンドの組入比率はファンドの純資産総額を100％として計算しており、
投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。

過去5期の分配金実績

設定来累計 0円

ご参考：基準価額の変動要因（1ヵ月）

価格変動 受取利息 為替 分配金 その他 合計

・基準価額の変動要因は弊社独自の見解に基づいて行った試算です。従いまして、実際の基準価額の変動とは必ずしも一致していない場合があります。
・小数点以下の数字の影響により、内訳と合計欄が一致しない場合があります。
・その他には信託報酬などが含まれます。

・過去5期の分配金実績における分配金および基準価額の変動要因の試算における分配金は、1万口当たり、税引前です。分配金は過去の実績であり、将来の成果
を保証するものではありません。また、必ず分配を行うものではありません。ファンドの仕組みについては、後記の「ファンドの特色」をご覧ください。

-34円 53円 -27円 0円 -6円 -14円



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

4 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（年４回決算・為替ヘッジあり）

基準価額・純資産総額等の推移

(円) (億円)
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         (設定日)

騰落率

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

ファンド -0.3% 1.9% - - - - -0.3%

・基準価額は信託報酬控除後です。分配金再投資基準価額は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。信託報酬については、後記の「ファン
ドの費用」をご覧ください。

・騰落率は、分配金再投資基準価額にて計算しています。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

ファンド情報 ファンドの組入状況

基準価額 9,973円

純資産総額 1.8億円

上場投資信託証券（ＥＴＦ) 100.5%

合計 100.5%

・投資先ファンドの組入比率はファンドの純資産総額を100％として計算しており、
投資先ファンドの組入比率との差は現金等です。

過去5期の分配金実績

設定来累計 0円

ご参考：基準価額の変動要因（1ヵ月）

価格変動 受取利息 為替 分配金 その他 合計

・基準価額の変動要因は弊社独自の見解に基づいて行った試算です。従いまして、実際の基準価額の変動とは必ずしも一致していない場合があります。
・小数点以下の数字の影響により、内訳と合計欄が一致しない場合があります。
・その他には信託報酬などが含まれます。

・過去5期の分配金実績における分配金および基準価額の変動要因の試算における分配金は、1万口当たり、税引前です。分配金は過去の実績であり、将来の成果
を保証するものではありません。また、必ず分配を行うものではありません。ファンドの仕組みについては、後記の「ファンドの特色」をご覧ください。

-47円 53円 -27円 0円 -8円 -29円



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

5 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

投資先ファンドの運用状況

当ページは、ファンドが主要投資対象とする上場投資信託証券（ETF）「JPMorgan ETFs （Ireland） ICAV – USD High Yield Bond Active UCITS ETF」の現地月末最終

営業日基準の数値を使用しています。本資料に記載の海外ETFは、国内での届け出がされていない場合があります。当ファンドの運用状況の報告・情報提供のた

めに言及するものであり、海外ETFの勧誘を目的としたものではありません。

業種別構成比率

27.0%
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12.8%

13.4%
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18.0%

その他

エネルギー

生活必需品

資本財

通信

一般消費財
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格付別構成比率

12.2%

29.9%

52.4%

5.5%

CCC格以下
または無格付

B格

BB格

BBB格以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ポートフォリオ特性

最終利回り 7.0%

最低利回り 6.7%

直接利回り 6.4%

平均格付 B+

実効デュレーション 2.6年

為替ヘッジコスト（対米ドル）

銘柄数 495

・業種別構成比率は純資産総額を100％として計算しています。格付別構成比率は組入債券等を100％として計算しています。四捨五入の関係で合計が

100％とならない場合があります。・業種は当社グループの分類に基づきます。現金等はその他に含まれます。・格付は原則として、S&P社、ムーディーズ社

およびフィッチ社の取得可能なデータの中位の格付を使用しています。・最終利回り、最低利回り、直接利回り、実効デュレーションは、当社グループの

ポートフォリオシステムの情報に基づき算出しています。 ・最終利回り、最低利回り、直接利回り、実効デュレーションは、組入資産（現金等を含む）の各数

値を加重平均して算出したものです。また、デリバティブの使用がある場合にはデリバティブを計算に含みます。 ・最低利回りは、一部銘柄の早期償還を

考慮した利回りです。・上記の利回りは、いずれも税引前です。また、実際の投資家利回りとは異なります。 ・平均格付は、組入債券等に係る信用格付を

加重平均したものであり、当ファンドの信用格付ではありません。・為替ヘッジコスト（対米ドル）は、米ドルと日本円の為替フォワード市場から簡便的に計算

したもので、実際の数値とは異なります。傾向を見るための参考値としてご参照ください。（出所：Bloomberg）・銘柄数は組入債券等を対象としています。

2.8%



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。

6 /14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

投資先ファンドの運用状況

当ページは、ファンドが主要投資対象とする上場投資信託証券（ETF）「JPMorgan ETFs （Ireland） ICAV – USD High Yield Bond Active UCITS ETF」の現地月末最終

営業日基準の数値を使用しています。本資料に記載の海外ETFは、国内での届け出がされていない場合があります。当ファンドの運用状況の報告・情報提供のた

めに言及するものであり、海外ETFの勧誘を目的としたものではありません。

組入上位10銘柄

銘柄
銘柄紹介

クーポン 償還日 業種 格付 比率

1

CCOホールディングス／キャピタル
実質的親会社のチャーター・コミュニケーションズ（ケーブル
テレビ会社）の特別目的会社（資産の流動化や証券化など、
特別の目的のために設立された会社）。実質的親会社は有
線放送、インターネット、音声通信、マスメディアなどのサービ
スを米国で手掛けている。

4.750% 2030/3/1 通信 BB- 1.4%

2
CCOホールディングス／キャピタル

実質的親会社のチャーター・コミュニケーションズの特別目的
会社。実質的親会社は有線放送、インターネット、音声通
信、マスメディアなどのサービスを米国で手掛けている。

4.500% 2030/8/15 通信 BB- 0.9%

3

1261229 BC LTD
親会社のボッシュ・ヘルスの子会社。親会社のボッシュ・ヘル
スは、医薬品会社。中枢神経系疾患、眼の健康、消化器疾
患のための医療ニーズが満たされていない医薬品のほか、
コンタクトレンズ、眼内レンズ、眼科用手術機器、美容機器を
開発する。世界各地で事業を展開。

10.000% 2032/4/15 生活必需品 CCC+ 0.9%

4
シリウスXMラジオ

衛星ラジオ放送会社。受信料方式により、音楽、スポーツ、
娯楽、コメディ、トーク、ニュース、交通情報、天気予報の各
チャンネルを提供する。米国で事業を展開。

4.000% 2028/7/15 通信 BB- 0.8%

5
EMRLD BOR／EMRLD CO-ISS

PE（プライベート・エクイティ）傘下の大手HVAC（暖房・換気・
空調）機器メーカー。コンプレッサーや冷凍・空調システムの
開発・製造を手掛け、住宅用から商業・産業用まで幅広い製
品を展開。6.625% 2030/12/15 資本財 BB- 0.8%

6
アイハート・コミュニケーションズ

アイハート・コミュニケーションズはメディア会社。ラジオ局、テ
レビ局、屋外広告表示のほか、音楽、ニュース、トーク
ショー、スポーツなどのライブエンターテイメント会場およびそ
の他施設を提供する。9.125% 2029/5/1 通信 CCC+ 0.8%

7
インテグリス

インテグリスは半導体、ライフサイエンス、その他のハイテク
産業で使用される先端材料およびプロセス・ソリューションに
おけるサプライヤーで、世界的に事業を展開している。

5.950% 2030/6/15 テクノロジー BB 0.8%

8
ディッシュDBS

ディッシュDBSはテレビチャンネルのネットワーク会社。放送
衛星ケーブルテレビ、ビデオオンデマンドサービスを提供す
る。親会社はEcoStarで世界各地で事業を展開。

5.250% 2026/12/1 通信 CCC+ 0.7%

9
ディッシュDBS

ディッシュDBSはテレビチャンネルのネットワーク会社。放送
衛星ケーブルテレビ、ビデオオンデマンドサービスを提供す
る。親会社はEcoStarで世界各地で事業を展開。

7.750% 2026/12/1 通信 CCC- 0.7%

10
CCOホールディングス／キャピタル

実質的親会社のチャーター・コミュニケーションズの特別目的
会社。実質的親会社は有線放送、インターネット、音声通
信、マスメディアなどのサービスを米国で手掛けている。

4.250% 2031/2/1 通信 BB- 0.7%

・組入上位10銘柄の比率は純資産総額を100％として計算しています。・業種は当社グループの分類に基づきます。・格付は原則として、S&P社、ムーディーズ社
およびフィッチ社の取得可能なデータの中位の格付を使用しています。・組入上位10銘柄は、個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄のファンド
への組入れを保証するものではありません。



本資料のデータ・分析等は過去の実績や将来の予測、作成時点における当社および当社グループの判断を示したものであり、将来の投資成果および市場環境の変
動等を示唆・保証するものではありません。
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月報 l 基準日 : 2026年6月30日

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

運用状況等と今後の運用方針

市場概況

　当月の米国ハイ・イールド債券市場はプラスリターンとなりました。格付け別では、B格が全体を牽引し、次いでBB、CCCの順となりました。セク

ター別の月間パフォーマンスは、レジャー、輸送、小売が上位となり、保険、テクノロジー、メディアが下位となりました。当月は米国・イラン紛争の終

結に向けた進展が見られた一方で、市場予想よりもタカ派的なウォーシュFRB(米連邦準備制度理事会)新議長のコメント、雇用関連などの底堅いマ

クロ指標、資金流入の加速、活発な資本市場などが材料視されました。新発債市場は引き続き活発で、当月のハイ・イールド債券の発行額は過去9

カ月で2番目の高水準となりました。

米ドル／円相場については、FRBのタカ派的な姿勢などによりドル円は上昇しました。

運用状況

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（為替ヘッジなし）

当月、基準価額は上昇しました。ドル円が前月末時点から上昇したため、基準価額を押し上げました。

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（為替ヘッジあり）

当月、基準価額は下落しました。保有債券の利息収入がプラスに寄与した一方、主に為替ヘッジコストがマイナスに寄与しました。

市場見通しと今後の運用方針

　米国ハイ・イールド市場への資金流入、堅調な企業業績のモメンタム、そして資本市場に発行体がアクセスしやすい環境が続いており、テクニカ

ル面や資金調達面で良好な状態が続いています。中東情勢の緊張緩和により、原油急騰リスクが低下し、原油価格が1バレル当たり60ドル付近

へ下落する可能性が高まったことで、マクロ環境も改善しています。ファンダメンタルズ（基礎的条件）は、堅調な企業業績やAI（人工知能）関連を

含む好調な設備投資支出を背景に、底堅い経済成長に支えられていますが、業界ごとに負債管理の意思決定やコスト構造、最終財市場に対す

る消費者需要が不均一となる中で、個社固有のリスクに対する市場の許容度は低下する傾向にあると見込まれます。新発債市場は引き続き重要

な役割を果たしており、債務の満期管理やリファイナンスの実行を支援しています。また、改善した投資家の資金流入が新規発行を消化し、断続

的なリスクオフ局面の緩衝材として機能すると考えられます。

　このような環境下、銘柄ごとのばらつきがこれまで以上に大きくなることが見込まれる中、クレジットの質を重視する規律ある銘柄選別を継続しま

す。セクター別では、通信銘柄への配分を多めとする一方、金融銘柄への配分を抑制する方針です。また、データセンター関連の発行がハイ・イー

ルド債券市場でも行われており、投資機会の広がりとして前向きに捉えています。

※上記は、作成時点のJ.P.モルガン・アセット・マネジメントの見解であり、予告なく変更されることがあります。

・各市場の動きは下記の指数を使用しており、現地月末営業日を基準日としています。
米国ハイ・イールド債券市場：ブルームバーグ米国ハイイールド社債2％発行体キャップ・インデックス

・上記運用状況および運用方針については、ETFに係る説明を含みます。
・上記運用状況の基準価額の変動については、前記の「騰落率」をご覧ください。



ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。
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ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

 
 

ファンドの特色

1 上場投資信託証券（ETF）を主要投資対象として運用を行い、信託財産の中長期的な成長
をはかることを目的とします。
※「上場投資信託証券（ETF）」とは、「JPMorgan ETFs（Ireland） ICAV – USD High Yield Bond Active UCITS ETF」をいいます（以下「ＥＴＦ」という場合がありま
す。）

2 上場投資信託証券（ETF）への投資を通じて、主として米ドル建てのハイ・イールド債券（投
資適格未満の社債）に投資します。
● 「ハイ・イールド債券」とは債券の格付*1が、BB＋格*2またはBa1格*3以下の投資適格未満の社債をいいます。格付が低い

半面、格付が高い債券と比較して利回りが高い特徴があります。
● 上場投資信託証券（ETF）の組入比率は、原則として高位を維持します。
*1「格付」とは、債券の元本・利息の支払いの確実性の度合いを一定の指標で表したもので、S&Pグローバル・レーティング（S&P社）、ムーディーズ・レーティン
グス（ムーディーズ社）、フィッチ・レーティングス（フィッチ社）等の格付機関が付与します。
*2 S&P社*4またはフィッチ社*4の場合
*3 ムーディーズ社*4の場合
*4 当該格付機関のグループ会社を含みます。

3 以下のとおり収益の分配を行います。
● ＜年１回決算型＞

年1回（12月18日*1）の決算時に分配を行います。ただし、必ず分配を行うものではありません。
● ＜年４回決算型＞

年4回（3月、6月、9月、12月の各18日*1）の決算時に分配を行います。ただし、必ず分配を行うものではありません。
また、設定後の初回決算時（2026年6月）には分配を行いません。

*1 休業日の場合は翌営業日となります。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

4 為替ヘッジなしは、為替ヘッジは行いません。為替ヘッジありは、為替ヘッジを行います。
● 為替ヘッジなしは、外貨建ての債券に投資しますが、円貨に対する為替ヘッジを行わないため、当該通貨と円との為替変

動による影響を受けます。
為替変動は、外国通貨が円に対して上昇する（円安となる）場合に投資成果にプラスとなり、一方で外国通貨が円に対し
て下落する（円高となる）場合に投資成果にマイナスとなります。

● 為替ヘッジありは、外貨建ての債券に投資しますが、原則として為替ヘッジを行うことにより、当該通貨と円との為替変動
による影響を抑えます。（注）為替変動リスクを完全にヘッジすることはできません。
為替変動は、外国通貨が円に対して上昇する（円安となる）場合に投資成果にプラスとなり、一方で外国通貨が円に対し
て下落する（円高となる）場合に投資成果にマイナスとなります。

5 為替ヘッジありは、JPモルガン・アセット・マネジメント（UK）リミテッド（英国法人）に為替ヘッ
ジにかかる運用を委託します。
● J．P．モルガン・アセット・マネジメントのグローバルなネットワークを活用します。
※J．P．モルガン・アセット・マネジメントは、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーおよび世界の関連会社の資産運用ビジネスのブランドです。

・資金動向、市況動向、経済情勢、投資環境等の変化に対応するために、やむを得ない事情がある場合には、上記にしたがった運
  用が行えないことがあります。
・本資料では「ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）／
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）」を総称して、「ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド」
もしくは「当ファンド」といいます。当ファンドは、決算回数に応じてそれぞれ「年１回決算型」、「年４回決算型」、または為替ヘッジの
有無に応じてそれぞれ「為替ヘッジなし」、「為替ヘッジあり」の呼称を使う場合があります。
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ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

 
 

投資リスク
 

ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。
投資信託は元本保証のない金融商品です。投資信託は預貯金と異なります。

基準価額の変動要因
 

ファンドは、主にＥＴＦを通じて国内外の債券に投資しますので、以下のような要因の影響により基準価額が変動し、下落した場合は、
損失を被ることがあります。下記は、ファンドにおける基準価額の変動要因のすべてではなく、他の要因も影響することがあります。

信用リスク 債券の発行体の財務状況の悪化や倒産、所在する国家の政情不安等により、元本・利息の支払いが遅れ
たり、元本・利息が支払えない状態になった場合、またそれが予想される場合には、当該債券の価格が変
動・下落することがあります。また、当該債券の価格は、格付の変更によっても変動・下落することがありま
す。

投資適格未満の社債
への投資に伴うリスク

投資適格未満の社債は、金利の変化につれて価格が変動する債券としての性質を持つとともに、政治・経
済情勢、発行会社の業績等の影響を受けて価格が変動する株式に類似した性質を併せ有しています。こ
のため、投資適格未満の社債の価格は、格付が高い債券に比べて、株式と同様の要因による影響をより
強く受け、変動・下落することがあります。
また、投資適格未満の社債は、格付が高い債券に比べて、前記の信用リスクが高いため、当該債券の価格
がより大きく変動・下落することがあります。

金利変動リスク 金利の変動が債券の価格に影響を及ぼします。一般に、金利が上昇した場合には、債券の価格が下落し
ます。金利変動による債券の値動きの幅は、債券の残存期間、発行体、種類等に左右されます。

為替変動リスク 為替ヘッジなし：為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動により投資資産の価値が変動します。
為替ヘッジあり：為替相場の変動が投資資産の価値の変動に影響を与えることがあります。ファンドは、原
則として為替ヘッジを行いますが、為替変動リスクを完全にヘッジすることはできません。

ファンドに特有の流動
性リスク

上場投資信託証券（ETF）は市場での売買高が少ない場合があり、注文が成立しないこと、売買が成立して
も注文時に想定していた価格と大きく異なることがあります。特に、急激かつ大量の売買により市場が大き
な影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱
が生じた場合には、そのような状況に陥る可能性が高まります。この場合には、上場投資信託証券の価格
の下落により、投資資産の価値が変動することがあります。

 

その他の留意点
 

●　クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の6）の適用はありません。
●　ファンドの流動性リスクが顕在化した場合、ファンドの基準価額が下がること、ファンドが他の投資機会を活用できなくなること、
　　 またはファンドが所定の期間内に換金代金の支払いに応じられないことがあります。
●　上場投資信託証券（ETF）を売買する際は取引費用が発生します。当該費用はファンドから支払うこととなるため、受益者にも影
　　   響があります。
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ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
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ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
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お申込みメモ

購    入    単    位 販売会社が定める単位とします。ただし、自動けいぞく投資コースにおいて収益分配金を再投資する場合は、1円以上1円
単位とします。

購    入    価    額 当初申込期間：1口当たり1円とします。
継続申込期間：購入申込日の翌営業日の基準価額とします。

換    金    単    位 販売会社が定める単位とします。

換    金    価    額 換金申込日の翌営業日の基準価額とします。換金時に手数料はかかりません。

換    金    代    金 原則として換金申込日から起算して5営業日目から、販売会社においてお支払いいたします。

申 込 締 切 時 間 当初申込期間：販売会社が定める時間とします。
継続申込期間：原則として、購入・換金の申込みにかかる、販売会社所定の事務手続きが午後3時30分までに完了したもの
を当日の申込受付分とします。なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認くだ
さい。

信    託    期    間 2026年2月20日から2046年12月18日（休業日の場合は翌営業日）までです。

決        算        日 年１回決算型：毎年12月18日（休業日の場合は翌営業日）です。
年４回決算型：毎年3, 6, 9, 12月の各18日（休業日の場合は翌営業日）です。なお、初回決算日は2026年6月18日です。

収    益    分    配 年１回決算型：毎年1回の決算時に委託会社が分配額を決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。
年４回決算型：毎年4回の決算時に委託会社が分配額を決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。また、
設定後の初回決算時（2026年6月）には分配を行いません。
収益分配金は、原則として決算日から起算して5営業日目までに受益者に支払いを開始します。自動けいぞく投資コースを
お申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料でファンドに再投資されます。

課    税    関    係 課税上の取扱いは、「公募株式投資信託」となります。
「公募株式投資信託」は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。この
ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。
また、配当控除および益金不算入制度は適用されません。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
上記は2025年11月末現在のものです。税法が改正された場合等には変更される場合があります。

ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 手 数 料 手数料率は3.3％（税抜3.0％）を上限とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
（購入時手数料＝購入価額×購入口数×手数料率（税込））
自動けいぞく投資コースにおいて収益分配金を再投資する場合は、無手数料とします。

信託財産留保額 かかりません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運 用 管 理 費 用
 （ 信  託  報  酬 ）

ファンドの純資産総額に対して年率0.539％（税抜0.49％）がかかり、日々の基準価額に反映されます。
年1回決算型：信託財産に日々費用計上し、決算日の6ヵ月後（休業日の場合は翌営業日）、決算日および償還日の
翌営業日に信託財産中から支払います。
年4回決算型：信託財産に日々費用計上し、決算日および償還日の翌営業日に信託財産中から支払います。

Ｅ     Ｔ     Ｆ     の
運 用 管 理 費 用

ファンドが投資するＥＴＦの純資産総額に対して年率0.45％※がかかります。
※消費税はかかりません。

実 質 的 な 負 担
（     概     算     ）

純資産総額に対して年率0.989％程度（税抜0.94％程度）がかかります。
ＥＴＦに純資産総額の99.9％を投資した場合のものです。ＥＴＦの組入比率により、実際の負担と異なる場合があります。

そ の 他 の 費 用 ・
手        数        料

1　以下の費用等が認識された時点で、ファンドの計理基準に従い、信託財産に計上されます。ただし、間接的にファンドが負
担するものもあります。
「有価証券の取引等にかかる費用」「外貨建資産の保管費用」「信託財産に関する租税」「信託事務の処理に関する諸費用」
「ファンドに関し委託会社が行う事務にかかる諸費用」「その他ファンドの運用上必要な費用」

（注）上記の費用等は、運用状況等により変動し、適切な記載が困難なため、事前に種類ごとの金額、上限額またはその計算方法等の概要などを具

体的に表示することができないことから、記載していません。

2　ファンドに関し委託会社が行う事務にかかる諸費用のうち、ファンドの財務諸表の監査にかかる費用*、目論見書、運用報
告書等の開示資料にかかる事務費用、ファンドの計理事務にかかる費用、ファンドの受益権の管理にかかる事務費用等（委
託会社が第三者にこれらの事務を委託する場合の委託費用を含みます。）は純資産総額に対して、委託会社が合理的に見
積もった一定の率（上限年率0.11%（税抜0.10%））を乗じて得た額を信託財産に日々計上します。

* 当該監査費用は、信託財産の財務諸表の監査業務の対価として監査法人に支払われます。

ファンドの費用の合計額は、ファンドの保有期間等により変動し、表示することができないことから、記載していません。



ご購入の際は、「投資信託説明書（交付目論見書）」および「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。
 

12/14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

 

ファンドの関係法人

委    託    会    社 JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（ファンドの運用の指図）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第330号 加入協会：日本証券業協会、一般社団法人資産運用業協会、一般社団
法人第二種金融商品取引業協会

受    託    会    社 みずほ信託銀行株式会社（ファンドの財産の保管および管理）

販    売    会    社 委託会社（am.jpmorgan.com/jp）までお問い合わせください。（ファンドの購入・換金の取扱い等、投資信託説明書（交付目論
見書）の入手先）



13/14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

 

取扱販売会社について
 

●投資信託説明書（交付目論見書）は下記の販売会社で入手することができます。

●登録番号に「金商」が含まれているものは金融商品取引業者、「登金」が含まれているものは登録金融機関です。

●株式会社を除いた正式名称を昇順にして表示しています。

●下記には募集の取扱いを行っていない販売会社が含まれていることがあります。また、下記以外の販売会社が募集の取扱いを行っている場合があります。

●下記登録金融機関（登金）は、日本証券業協会の特別会員です。

2026年7月1日現在

金融商品取引業者等の名称 登録番号 日本証券業 
協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会
その他

みずほ証券株式会社 関東財務局長(金商)第94号 ○ ○ ○ ○  



14/14 「投資リスク」「ファンドの費用」「本資料に関する注意事項」を必ずご覧ください。

 

ＪＰモルガン・米国ハイ・イールド債券ファンド
（年１回決算・為替ヘッジなし）／（年４回決算・為替ヘッジなし）
（年１回決算・為替ヘッジあり）／（年４回決算・為替ヘッジあり）

 

本資料で使用している指数について
 

● 「Bloomberg®」およびブルームバーグの各インデックスは、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの管理者であるBloomberg Index Services Limited（以下
「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークであり、J.P.モルガン・アセット・マネジメントによる特定の目的での使用のた
めに使用許諾されています。ブルームバーグはJ.P.モルガン・アセット・マネジメントとは提携しておらず、また、J.P.モルガン・アセット・マネジメントが設定する商品
を承認、支持、レビュー、推奨するものではありません。ブルームバーグは、J.P.モルガン・アセット・マネジメントが設定する商品に関連するいかなるデータもしくは
情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。

 
本資料に関する注意事項

本資料はJPモルガン･アセット･マネジメント株式会社（以下、「当社」という。）が作成したものです。当社は信頼性が高いとみなす情報等に基づいて本資料を作成して
おりますが、当該情報が正確であることを保証するものではなく、当社は、本資料に記載された情報を使用することによりお客さまが投資運用を行った結果被った損害
を補償いたしません。本資料に記載された意見・見通しは表記時点での当社および当社グループの判断を反映したものであり、将来の市場環境の変動や、当該意見・
見通しの実現を保証するものではございません。また、当該意見・見通しは将来予告なしに変更されることがあります。本資料は、当社が設定・運用する投資信託につ
いて説明するものであり、その他の有価証券の勧誘を目的とするものではございません。また、当社が当該投資信託の販売会社として直接説明するために作成したも
のではありません。
投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負います。過去の運用成績は将来の運用成果を保証するものではありません。投資信託
は預金および保険ではありません。投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託を証券会社（第一種金融商品取
引業者を指します。）以外でご購入いただいた場合、投資者保護基金の保護の対象ではありません。投資信託は、金融機関の預金と異なり、元本および利息の保証
はありません。取得のお申込みの際は投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので必ずお受け取りの上、
内容をご確認ください。最終的な投資判断は、お客さまご自身の判断でなさるようお願いいたします。


